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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２. 当社は、当社株式の流通性を高めることを目的に、平成16年１月22日開催の当社取締役会の決議に基づき、

平成16年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、平成16年５月20日付をもって

普通株式１株を５株に分割いたしました。 

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 

至平成17年 
３月31日 

売上高 (千円) 807,383 1,165,429 1,912,273 2,637,431 3,473,364 

経常利益 (千円) 115,787 207,931 335,215 555,842 794,021 

中間（当期）純利益 (千円) 64,275 91,609 199,255 315,042 431,488 

純資産額 (千円) 1,378,605 1,703,360 2,205,530 1,631,123 2,070,600 

総資産額 (千円) 1,774,291 2,117,039 3,036,834 2,144,483 2,866,182 

１株当たり純資産額 (円) 62,459.48 15,305.05 19,442.77 72,660.19 17,982.47 

１株当たり中間(当期)純

利益金額 
(円) 2,915.80 825.36 1,766.72 13,248.26 3,425.27 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
(円) 2,828.77 789.69 1,696.37 12,386.06 3,155.88 

自己資本比率 (％) 77.7 80.5 72.6 76.1 72.2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 140,698 437,938 333,074 133,708 657,315 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △16,350 △205,728 △63,886 40,694 △509,737 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 900 3,122 △14,375 2,665 30,469 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
(千円) 621,830 907,867 1,105,078 672,086 850,197 

従業員数 

(外、期末臨時雇用者数) 
(人) 

82 

( 42) 

105 

( 71) 

145 

( 82) 

91 

( 48) 

130 

( 89) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２. 当社は、当社株式の流通性を高めることを目的に、平成16年１月22日開催の当社取締役会の決議に基づき、

平成16年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、平成16年５月20日付をもって

普通株式１株を５株に分割いたしました。 

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 

至平成17年 
３月31日 

売上高 (千円) 806,133 1,165,127 1,912,273 2,634,594 3,473,061 

経常利益 (千円) 115,643 207,968 338,409 555,180 804,653 

中間（当期）純利益 (千円) 65,331 91,646 202,519 315,049 442,117 

資本金 (千円) 268,715 271,158 300,117 269,597 284,832 

発行済株式総数 (株) 22,072 111,294 113,437 22,139 112,365 

純資産額 (千円) 1,377,312 1,701,064 2,217,026 1,628,795 2,078,883 

総資産額 (千円) 1,772,413 2,114,353 3,047,944 2,141,352 2,874,078 

１株当たり中間(年間)配

当額 
(円) － － － － 400.0 

自己資本比率 (％) 77.7 80.5 72.7 76.1 72.3 

従業員数 

(外、期末臨時雇用者

数) 

(人) 
82 

( 42) 

105 

( 71) 

145 

( 82) 

91 

( 48) 

130 

( 89) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）1．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に当中間連結会計期間の期末人員を外数で記載してお

ります。 

2．従業員数が前期末に比して、15名増加しておりますが、これは事業の拡大に伴う採用によるものでありま

す。 

(2）提出会社の状況 

 （注）1．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に当中間会計期間の期末人員を外数で記載しておりま

す。 

2．従業員数が前期末に比して、15名増加しておりますが、これは事業の拡大に伴う採用によるものでありま

す。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従   業   員   数 （人） 

情報サービス業 138 (78) 

全社（管理部門等） 7 (4) 

合 計 145 (82) 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 145 (82) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の業績は、 

   連結売上高    1,912,273千円  （前年同期比   64.1 ％増） 

   連結営業利益    350,167千円  （前年同期比   54.7 ％増） 

   連結経常利益    335,215千円  （前年同期比   61.2 ％増） 

   連結中間純利益   199,255千円  （前年同期比  117.5 ％増） 

となりました。 

当中間連結会計期間の業績において特記すべき事項は以下のとおりであります。 

① 当期における主要顧客である金融機関のＩＴ投資環境は、好転しつつあります。ＩＴ業界全体としては、厳し

い状況が続いておりますが、金融フロンティア領域への投資マインドは、金融機関の収益力強化への取り組みを背

景に堅調に拡大していると判断しています。 

 金融機関向けシステム分野でブランド力が向上しつつある当社では、これまで培った信頼関係と顧客のニーズを

確実に拾い上げ、連続して大幅な増収増益を達成することができました。 

② 当中間連結会計期間の業績が好調に推移し、当初目標業績を上方修正するとともに、増収増益を達成すること

ができました。 

③ ディーリング分野につきましては、大型案件の売上は無かったものの既存顧客である証券会社及び都市銀行・

信託銀行各社向け売上を計上し、着実な伸びとなりました。証券業界では、当該分野における当社の高いブランド

イメージが定着しており、今後もこの傾向は続くものと思われます。 

④ ＣＲＭ／ＳＦＡ分野システムにつきましては、当上期は大きな案件はありませんでした。しかし、ＩＰコール

センター案件の引き合いが徐々に増加しており、当下期以降売上が回復する見込です。 

⑤ インターネット取引システムは、インターネット外為証拠金取引システムの売上が好調に推移し、大幅な伸び

を記録することが出来ました。外為証拠金取引は、規制の強化をきっかけとしてシステム導入機運が高まってお

り、その中でも評価の高い当社のシステムの引き合いが急増しており、当該分野のシステムのデファクトスタンダ

ードとなりつつあります。 

⑥ 売上総利益率が低下 (売上総利益率 平成16年９月期 41.8% → 平成17年９月期 35.6%）しております。 

この要因としては、 

  i) 当期からサービスを開始するインターネットトレーディングツールの初期開発コストが増加したため、 

    パッケージ商品の売上総利益率が大幅に悪化したこと。 

  ii) 受託開発案件に研究開発色の強い２案件が含まれていること。 

 によるものであります。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動によるキ

ャッシュ・フローがプラスであったこと等により、前連結会計年度末に比べ、254,880千円増加し、当中間連結会計

期間末には1,105,078千円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、333,074千円の資金取得（前中間連結会計期間437,938千円の資金取得）となりました。これ

は、主に税金等調整前中間純利益を335,215千円計上したこと及び売掛金が453,552千円減少したことから資金を得

た一方で、仕掛品の増加276,283千円及び法人税等の支払額177,220千円が発生したことによる資金の減少を反映し

たものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、63,886千円の資金使用（前中間連結会計期間205,728千円の資金使用）となりました。これは

主に、有形固定資産の取得が23,862千円発生したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、14,375千円の資金使用（前中間連結会計期間3,122千円の資金取得）となりました。これはス

トックオプションの行使により資金を得た一方で、配当金の支払額44,946千円が発生したことによる資金の減少を

反映したものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を製品の種類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注実績を製品の種類別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．保守等の継続契約については１年以内に売上が計上されることが確実な受注のみを受注残高としておりま

す。 

２．金額は販売価格によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

製品種類別 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

コンサルティング（千円） 104,496 69.7 

受託開発商品（千円） 767,545 196.4 

パッケージ商品（千円） 265,223 1,370.4 

システム保守（千円） 151,516 110.2 

その他（千円） 218,867 162.4 

合計（千円） 1,507,651 181.2 

製品種類別 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

コンサルティング 65,135 29.4 89,430 44.2 

受託開発商品 915,155 78.6 968,234 100.7 

パッケージ商品 793,687 723.5 563,650 1,739.7 

システム保守 505,312 159.7 711,921 136.0 

その他 92,497 48.3 60,967 34.7 

合 計 2,371,788 118.3 2,394,203 126.3 



(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を製品の種類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対

する割合は次のとおりであります。 

２．金額は販売価格によっております。 

３．本表の金額には消費税等は含まれておりません。 

４．みずほインベスターズ証券(株)、ＵＦＪＩＳ(株)につきましては、当中間連結会計期間では主要顧客に該当

しないため記載を省略しております。また、松井証券(株)につきましては、前中間連結会計期間では主要顧

客に該当しないため記載を省略しております。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が対処すべき課題について、重要な変更

はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

製品種類別 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

コンサルティング（千円） 151,925 60.7 

受託開発商品（千円） 780,518 179.4 

パッケージ商品（千円） 364,877 417.7 

システム保守（千円） 384,503 152.6 

その他（千円） 230,448 163.6 

合計（千円） 1,912,273 164.1 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

日興システムソリューション

ズ(株） 
291,841 25.0 277,186 14.5 

松井証券 (株) － － 230,000 12.0 

みずほインベスターズ証券

(株) 
166,949 14.3 － － 

ＵＦＪＩＳ（株） 123,890 10.6 － － 



５【研究開発活動】 

   当社グループ（当社及び当社の関係会社）において開発しているシステムの大部分は「研究開発的」であり、研

究開発を通常の業務の一環としてとらえているため、特別に「研究開発」のための人員・予算を別途計上して研究開

発を行っているわけではありません。 

  特に受託開発業務においては、当社グループにおけるシステムのコンポーネントである「シンプレクス・ライブラ

リー」の充実を目的として受注するケースもあり、このケースは「研究開発的」であるともいえます。通常業務の中

で、特定顧客を想定せずに「シンプレクス・ライブラリー」の充実を目的とした開発を行った場合、原価部分を研究

開発費として計上しております。 

  なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は14,351千円となっております。 

当中間連結会計期間の具体的な研究開発活動の内容は以下の通りであります。 

・ 「シンプレクス・ライブラリー」基礎ライブラリー構築 

・ その他各種製品のパッケージ化 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

(1)提出会社 

 当中間連結会計期間において、業務拡大にともない、以下の設備投資をいたしました。 

 (2)国内子会社 

 当中間連結会計期間において主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
帳簿価額（千円） 

従業員数 
（人） 

建物 器具備品 合計 

 本社 

(東京都中央区） 
 システム開発業務 3,298 19,019 22,318  －  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）提出日現在の発行数には、平成17年12月1日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 440,000 

計 440,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月14日） 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 113,437 113,729 東京証券取引所市場第一部 － 

計 113,437 113,729 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストックオプション）の内容 

平成12年６月26日定時株主総会決議 

平成13年３月30日臨時株主総会決議 

平成13年10月25日臨時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,391 株 注６ 1,170 株 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 5,000円 注６ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成14年８月８日から 

平成22年６月26日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格  5,000円 

 資本組入額 2,500円 
同左 

新株予約権の行使の条件 注１、２、３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 注１ 同左 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 557 株 注６ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 5,000円 注６ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年３月31日から 

平成23年３月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格  5,000円 

 資本組入額 2,500円 
同左 

新株予約権の行使の条件 注１、２、３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 注１ 同左 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,883 株  注６ 1,812 株 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 5,500円 注６ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年10月26日から 

平成23年10月25日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格  5,500円 

 資本組入額 2,750円 
同左 

新株予約権の行使の条件 注１、２、３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 注１ 同左 



② 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）の内容 

平成14年６月25日定時株主総会決議 及び 平成14年11月12日取締役会決議 

平成14年６月25日定時株主総会決議 及び 平成15年５月22日取締役会議決議 

平成15年６月20日定時株主総会決議 及び 平成15年７月25日取締役会決議 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 2,645 個 2,525 個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,645 株 注６ 2,525 株 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 45,791円 注６ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年11月13日から 

平成24年６月25日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格  45,791円 

 資本組入額 22,896円 
同左 

新株予約権の行使の条件 注１、２、４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 注１ 同左 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 40 個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 40 株 注６ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 59,200円 注６ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年５月23日から 

平成24年６月25日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格  59,200円 

 資本組入額 29,600円 
同左 

新株予約権の行使の条件 注１、２、４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 注１ 同左 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 2,505 個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,505 株 注６ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 66,800円 注６ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月25日から 

平成25年６月19日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格  66,800円 

 資本組入額 33,400円 
同左 

新株予約権の行使の条件 注１、２、４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 注１ 同左 



平成16年６月16日定時株主総会決議 及び 平成16年７月26日取締役会決議 

平成17年６月28日定時株主総会決議 及び 平成17年10月26日取締役会決議 

（注）１．当該ストックオプションに係るそれぞれの行使条件及び新株予約権等の譲渡に関する事項は下記のとおりであ

ります。 

(1）新株予約権等の全部又は一部につき第三者に対して譲渡、担保権の設定、遺贈その他の処分をすること

ができない。 

(2）新株予約権等は、権利者が会社または関係会社を退職し、取締役、監査役及び従業員でなくなった場

合、取締役会が行使を認めた場合を除いて、その権利を失う。ただし、いずれの場合も当社取締役会に

おいて決定する条件によるものとする。 

(3）その他の権利行使の条件は、当社取締役会において決定するものとする。 

２．権利付与日以降、株式の分割または併合が行われる場合、未行使の新株予約権等の目的たる株式の数は、次の

算式により調整し、調整により生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また払込金額についても、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 1 / 分割・併合の比率 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 3,792 個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,792 株 注６ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 215,000円 注６ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年７月27日から 

平成26年６月15日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格  215,000円 

 資本組入額 107,500円 
同左 

新株予約権の行使の条件 注１、２、４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 注１ 同左 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） ―  3,300 個 

新株予約権の目的となる株式の種類  ―   普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  ―   3,300 株 注６ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） ―  285,000円 注６ 

新株予約権の行使期間 ―  
平成19年10月27日から 

平成27年６月27日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 
 ―   

 発行価格  285,000円 

 資本組入額 142,500円 

新株予約権の行使の条件 ―  注１、２、５ 

新株予約権の譲渡に関する事項 ―  注１ 



また、権利付与日以降、合併等により当社が存続しないこととなった場合、新株式の株主割当てを行う場合、

時価を下回る価額での新株発行を行う場合、その他付与株数を調整すべき事由が生じた場合には、合併比率等

を勘案して株式数及び払込金額を適切に調整するものとする。 

３．権利行使の条件 

(1）権利を付与された者は、当社株券が日本証券業協会に登録され、またはいずれかの証券取引所に上場され

た場合に限り、権利行使することができる。 

(2）権利を付与された者は、以下の区分に従って、付与された権利の一部または全部を行使することが可能と

なる。なお、行使可能な株式数が１株の整数倍でない場合は、１株の整数倍に切り上げた数とする。 

① 起算日から１年を経過した日までは、権利を付与された株式数の10分の２に達するまで権利を行使する

ことができる。 

② 起算日から２年を経過した日までは、権利を付与された株式数の10分の４に達するまで権利を行使する

ことができる。 

③ 起算日から３年を経過した日までは、権利を付与された株式数の10分の６に達するまで権利を行使する

ことができる。 

④ 起算日から４年を経過した日までは、権利を付与された株式数の10分の８に達するまで権利を行使する

ことができる。 

⑤ 起算日から４年を経過した日から権利行使最終日までは、権利を付与された株式数のすべてについて権

利を行使することができる。 

 （注） 上記において起算日とは、新株予約権等を発行した日から２年を経過した日の翌日または当

社株券が日本証券業協会に登録され、またはいずれかの証券取引所に上場された日から６ヶ

月を経過した日の翌日のいずれか遅い日とする。 

 （注） 権利付与日以降、新株式の株主割当て、株式の分割または併合による未行使の新株引受権等

の目的たる株式の数の調整が行われた場合は、調整後の株式数により行使可能株式数の判定

を行う。 

４．権利行使の条件 

権利者は、付与された新株予約権等を、次の各号に掲げる期間の区分に従い、既に行使した新株予約権等を

含めて当該各号に掲げる割合の限度において行使することができる。この場合において、権利者が行使する

ことができる本新株予約権等に係る株式数が１株の整数倍でないときには、１株式の整数倍に切り上げた数

とする。 

① 起算日から１年を経過した日までは、権利を付与された株式数の２分の１に達するまで権利を行使する

ことができる。 

② 起算日から１年を経過した日の翌日から、権利行使最終日までは、権利を付与された株式数のすべてに

ついて権利を行使することができる。 

 （注） 前項において「起算日」とは、新株予約権等を付与した日から２年を経過した日の翌日とす

る。 

 （注） 権利付与日以降、未行使の新株予約権等の目的たる株式の数の調整が行われた場合は、調整

後の株式数により行使可能株式数の判定を行う。 

５．権利行使の条件 

権利者は、付与された新株予約権等を、次の各号に掲げる期間の区分に従い、既に行使した新株予約権等を

含めて当該各号に掲げる割合の限度において行使することができる。この場合において、権利者が行使する

ことができる本新株予約権等に係る株式数が１株の整数倍でないときには、１株の整数倍に切り上げた数と

する。 

① 起算日から１年を経過した日までは、権利を付与された株式数の10分の２に達するまで権利を行使す

ることができる。 

② 起算日から２年を経過した日までは、権利を付与された株式数の10分の４に達するまで権利を行使す

ることができる。 

③ 起算日から３年を経過した日までは、権利を付与された株式数の10分の６に達するまで権利を行使す

ることができる。 



④ 起算日から４年を経過した日までは、権利を付与された株式数の10分の８に達するまで権利を行使す

ることができる。。 

⑤ 起算日から４年を経過した日の翌日から、平成27年６月27日までは、権利を付与された株式数のすべ

てについて権利を行使することができる。 

 （注） 上記において起算日とは、新株予約権等を付与した日から２年を経過した日の翌日とする。

 （注） 権利付与日以降、未行使の新株引受権等の目的たる株式の数の調整が行われた場合は、調整

後の株式数により行使可能株式数の判定を行う。 

６．ストックオプション付与日以降に、ストックオプションの行使、従業員の退社等による株式数の減少や株式

分割等の実施による株式数及び発行価額の調整が生じているため、株式数及び発行価額は、調整後の株式数

及び払込価額を表示しております。 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(注１）ストックオプションの行使による増加 

(注２）平成17年10月１日から平成17年11月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が292株、資本金

及び資本準備金がそれぞれ3,195千円増加しております。 

(4）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 

(注１） 

1,072 113,437 15,285 300,117 15,284 248,541 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三上 芳宏 東京都千代田区大手町1-5-1 27,249 24.02 

金子 英樹 
東京都中央区日本橋1-4-1 

株式会社シンプレクス・テクノロジー内 
9,133 8.05 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社(信託口） 
東京都中央区晴海1-8-11 7,911 6.97 

五十嵐 充 
東京都中央区日本橋1-4-1 

株式会社シンプレクス・テクノロジー内 
7,750 6.83 

福山 啓悟 
東京都中央区日本橋1-4-1 

株式会社シンプレクス・テクノロジー内 
7,650 6.74 

田中 健一 
東京都中央区日本橋1-4-1 

株式会社シンプレクス・テクノロジー内 
6,820 6.01 

日興コーディアル・ホールデ

ィングス・リミテッド東京支

店 

東京都中央区日本橋兜町6-5 5,000 4.41 

四塚 利樹 
東京都中央区日本橋1-4-1 

早稲田大学大学院ファイナンス研究科 
2,100 1.85 

モルガン・スタンレー・アン

ド・カンパニー・インターナ

ショナル・リミテッド 

東京都渋谷区恵比寿4-20-3 2,064 1.82 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 1,499 1.32 

計 － 77,176 68.03 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は平成17年９月１日より、東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は、東京

証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 113,437 113,437 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

端株 － － － 

発行済株式総数 113,437 － － 

総株主の議決権 － 113,437 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ －  －   －  －  － 

計 －  －  －  －  －  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 262,000 291,000 313,000 303,000 293,000 303,000 

最低（円） 214,000 240,000 275,000 266,000 241,000 267,000 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24

号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期

間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、ＡＳＧ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   907,867   1,105,078   850,197  

２．売掛金   606,282   793,245   1,246,798  

３．仕掛品   195,284   394,320   118,037  

４．繰延税金資産   39,026   63,226   27,726  

５．その他   9,354   43,056   11,316  

流動資産合計   1,757,815 83.0  2,398,927 79.0  2,254,076 78.6 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物  64,771   86,607   83,187   

(2）器具備品  173,267   225,411   204,968   

減価償却累計額  △101,121   △137,112   △119,252   

有形固定資産合計   136,917 6.5  174,905 5.8  168,902 5.9 

２．無形固定資産           

(1）電話加入権  364   364   364   

(2）販売権  －   101,500   80,000   

(3）ソフトウェア  5,241   34,932   30,901   

無形固定資産合計   5,605 0.3  136,796 4.5  111,265 3.9 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  40,000   26,468   29,419   

(2）長期貸付金  2,629   －   2,339   

(3）敷金保証金  170,597   295,972   296,706   

(4) 保険積立金  873   1,165   873   

(5）その他投資  2,600   2,600   2,600   

投資その他の資産
合計   216,701 10.2  326,205 10.7  331,938 11.6 

固定資産合計   359,224 17.0  637,907 21.0  612,106 21.4 

資産合計   2,117,039 100.0  3,036,834 100.0  2,866,182 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   126,400   279,571   138,711  

２．未払金   97,148   134,601   112,256  

３．未払費用   94,157   160,684   274,142  

４．未払法人税等   73,320   190,505   194,865  

５．未払消費税等   95   10,095   33,133  

６．前受金   －   34,532   23,562  

７．その他   14,867   16,427   12,625  

流動負債合計   405,989 19.2  826,417 27.2  789,295 27.6 

Ⅱ 固定負債           

１．繰延税金負債   7,300   4,500   5,900  

固定負債合計   7,300 0.3  4,500 0.2  5,900 0.2 

負債合計   413,289 19.5  830,917 27.4  795,195 27.8 

           

（少数株主持分）           

  少数株主持分   390 0.0  387 0.0  387 0.0 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   271,158 12.8  300,117 9.9  284,832 9.9 

Ⅱ 資本剰余金   219,583 10.4  248,541 8.2  233,257 8.1 

Ⅲ 利益剰余金   1,212,797 57.3  1,656,986 54.5  1,552,676 54.2 

Ⅳ 為替換算調整勘定   △179 △0.0  △115 △0.0  △165 △0.0 

資本合計   1,703,360 80.5  2,205,530 72.6  2,070,600 72.2 

負債、少数株主持分及
び資本合計   2,117,039 100.0  3,036,834 100.0  2,866,182 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   1,165,429 100.0  1,912,273 100.0  3,473,364 100.0 

Ⅱ 売上原価   678,511 58.2  1,231,367 64.4  2,079,654 59.9 

売上総利益   486,918 41.8  680,905 35.6  1,393,709 40.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※1  260,550 22.4  330,737 17.3  575,122 16.5 

営業利益   226,368 19.4  350,167 18.3  818,587 23.6 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  63   26   179   

２．事務手数料収入  1,800   10,400   7,300   

３．為替差益  1,324   －   132   

４．雑収入  2 3,190 0.3 99 10,526 0.5 31 7,643 0.2 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  184   －   184   

２．為替差損  －   52   －   

３．株式上場関連費用  19,567   22,475   19,567   

４．新株発行費  1,860   －   1,860   

５．持分法投資損失  －   2,950   10,580   

６．雑損失  15 21,627 1.9 － 25,478 1.3 16 32,209 0.9 

経常利益   207,931 17.8  335,215 17.5  794,021 22.9 

Ⅵ 特別損失           

１．固定資産除売却損 ※2 19,024   －   19,024   

２．引越関連費用  22,520   －   22,667   

３．投資有価証券売却
損  17,157 58,703 5.0 － － － 17,157 58,850 1.7 

税金等調整前中間
(当期)純利益   149,228 12.8  335,215 17.5  735,171 21.2 

法人税、住民税及
び事業税  60,018   172,860   296,185   

法人税等調整額  △2,400 57,618 4.9 △36,900 135,960 7.1 7,500 303,685 8.8 

少数株主利益 
(又は損失(△））   △0 △0.0  △0 △0.0  △2 △0.0 

中間（当期）純利
益   91,609 7.9  199,255 10.4  431,488 12.4 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   218,022  233,257  218,022 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

１．増資による新株の発
行 

 1,561 1,561 15,284 15,284 15,234 15,234 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
(期末)残高 

  219,583  248,541  233,257 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   1,143,687  1,552,676  1,143,687 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  91,609 91,609 199,255 199,255 431,488 431,488 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  －  44,946  －  

２．役員賞与  22,500 22,500 50,000 94,946 22,500 22,500 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
(期末)残高 

  1,212,797  1,656,986  1,552,676 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

    

税金等調整前中間(当期)純
利益 

 149,228 335,215 735,171 

減価償却費  12,670 21,635 33,215 

販売権償却費  － 13,500 20,000 

受取利息及び受取配当金  △63 △26 △179 

支払利息  184 － 184 

投資有価証券売却損  17,157 － 17,157 

為替差損益  △444 △19 △45 

退職給付引当金の増減額  △43,800 － △43,800 

有形固定資産除売却損  19,024 － 19,024 

持分法による投資損失  － 2,950 10,580 

未払金・未払費用の増減額  △14,377 △91,111 177,394 

未払消費税等の増減額  △26,375 △23,038 6,663 

前受金の増減額  － 10,970 23,562 

売上債権の増減額  580,204 453,552 △60,311 

たな卸資産の増減額  △153,737 △276,283 △76,490 

仕入債務の増減額  59,895 140,860 72,205 

役員賞与の支払額  △22,500 △50,000 △22,500 

その他  8,071 △27,947 3,866 

小計  585,139 510,258 915,701 

利息及び配当金の受取額  72 36 188 

利息の支払額  △184 － △184 

法人税等の支払額  △147,088 △177,220 △258,389 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 437,938 333,074 657,315 

 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

    

関係会社株式の取得による
支出 

 △40,000 － △40,000 

投資有価証券の売却による
収入 

 2,842 － 2,842 

有形固定資産の取得による
支出 

 △113,307 △23,862 △163,424 

無形固定資産の取得による
支出 

 △3,339 △42,806 △131,413 

貸付金実行による支出(長
期） 

 △1,350 － △1,350 

貸付金回収による収入(長
期） 

 683 2,339 974 

敷金保証金の差入（返還）
額 

 △50,966 734 △177,074 

その他  △291 △291 △291 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 △205,728 △63,886 △509,737 

     

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

    

株式の発行による収入  3,122 30,570 30,469 

配当金の支払による支出  － △44,946 － 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 3,122 △14,375 30,469 

     

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

 448 69 63 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  235,780 254,880 178,111 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

 672,086 850,197 672,086 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期
末(期末)残高 

 907,867 1,105,078 850,197 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する

事項 

(1）連結子会社の数 2社 

連結子会社名 

(株)シンプレクス・ビ

ジネス・ソリューショ

ン 

トリナバム・ソフトウ

ェア・プライベート・

リミテッド (インド) 

(1）連結子会社の数 2社 

連結子会社名 

同  左 

(1）連結子会社の数 2社 

連結子会社名 

同  左 

 (2）非連結子会社の数 

該当事項はありません。

(2）非連結子会社の数 

該当事項はありません。

(2）非連結子会社の数 

該当事項はありません。

２．持分法の適用に関す

る事項 

持分法適用の関連会社数  

  １社 

会社名 

(株)シーエムディーリサーチ

なお、(株)シーエムディ

ーリサーチは、第三者割

当増資の引受けにより、

当中間連結会計期間から

持分法の適用範囲に含め

ております。 

持分法適用の関連会社数  

  １社 

会社名 

(株)シーエムディーリサーチ

持分法適用の関連会社数  

  １社 

会社名 

同  左 

３．連結子会社の中間決

算日（決算日）等に

関する事項 

すべての連結子会社の中間

期の末日は、中間連結決算

日と一致しております。 

同  左 すべての連結子会社の事業

年度の末日は、連結決算日

と一致しております。 

４．会計処理基準に関す

る事項 

   

(1）重要な資産の評価

基準及び評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）

を採用しております。

   

  ────── 

  

満期保有目的の債券 

同  左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結会計期間

末日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は全部資本

直入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定）を採用してお

ります。 

   

  ────── 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定）を採

用しております。 

時価のないもの 

移動平均法による

原価法を採用して

おります。 

時価のないもの 

同  左 

時価のないもの 

同  左 

② たな卸資産 

仕掛品 

当社及び連結子会社は

個別法による原価法を

採用しております。 

② たな卸資産 

仕掛品 

同  左 

② たな卸資産 

仕掛品 

同  左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）重要な減価償却

資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

定率法(ただし建物(附

属設備を除く)は定額

法)を採用しておりま

す。 

① 有形固定資産 

同  左 

① 有形固定資産 

同  左 

 なお、主な耐用年数は

次の通りであります。 

  

 建物 ８～38年

器具備品 ４～20年

  

 ② 無形固定資産 

定額法を採用しており

ます。 

なお、自社利用のソフ

トウェアについては、

社内における利用可能

期間（５年）に基づく

定額法を採用しており

ます。 

② 無形固定資産 

 同  左 

② 無形固定資産 

 同  左 

(3）重要な繰延資産

の処理方法 

新株発行費  

支払時に全額費用として

処理しております。 

新株発行費  

    同  左 

新株発行費   

同  左 

(4）重要な引当金の

計上基準 

① 貸倒引当金 

一般債権については、

見積繰入率により、貸

倒懸念債権等特定の債

権については個別に回

収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上し

ております。 

① 貸倒引当金 

 同  左 

① 貸倒引当金 

 同  左 

 ② 退職給付引当金 

────── 

 ② 退職給付引当金 

  ────── 

 (追加情報） 

当中間連結会計期間に

おいて退職金制度を廃

止し、打切支給を実施

いたしました。 

なお、当中間連結会計

期間における損益に与

える影響額はありませ

ん。 

   

  ────── 

  

(追加情報） 

当連結会計年度におい

て退職金制度を廃止

し、打切支給を実施い

たしました。 

なお、当連結会計年度

における損益に与える

影響額はありません。 

 



   中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(5）重要なリース取引

の処理方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同  左 同  左 

(6）その他中間連結財

務諸表（連結財務

諸表）作成のため

の基本となる重要

な事項 

① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式

によっております。 

① 消費税等の会計処理 

同  左 

① 消費税等の会計処理 

同  左 

② 税額計算における準備

金等の取扱い 

中間連結決算における

税額計算において、特

別償却準備金を利益処

分により計上、または

取崩したものとみなし

ております。 

② 税額計算における準備

金等の取扱い 

同  左 

 

────── 

５．（中間）連結キャッ

シュ・フロー計算書

における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっており

ます。 

同  左 同  左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

―――――― 

(固定資産の減損に係る会計基準）  

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。 

  

―――――― 



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(外形標準課税） 

実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」(企業会計基準委員会(平成16年

２月13日））に基づき、法人事業税

の付加価値割及び資本割3,320千円を

販売費及び一般管理費として処理し

ております。 

  

―――――― 

(外形標準課税） 

実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」(企業会計基準委員会(平成16年

２月13日））に基づき、法人事業税

の付加価値割及び資本割7,365千円を

販売費及び一般管理費として処理し

ております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

役員報酬 22,846千円 

給与賞与手当 87,935 

研究開発費 27,330 

外注費 27,957 

役員報酬 19,800千円 

給与賞与手当 110,883 

研究開発費 14,351 

外注費 27,308 

役員報酬 42,646千円 

給与賞与手当 180,211 

研究開発費 56,439 

外注費 58,976 

※２．固定資産除売却損の内訳 ※２．   ―――――― ※２．固定資産除売却損の内訳 

建物 17,959千円 

器具備品 1,065 

 建物 17,959千円 

器具備品 1,065 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 907,867千円 

現金及び現金同等物 907,867 

現金及び預金勘定 1,105,078千円

現金及び現金同等物 1,105,078 

現金及び預金勘定 850,197千円

現金及び現金同等物 850,197 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 
取得価額

相当額 

 (千円) 

減価償却

累計額相

当額 

 (千円) 

中間期末

残高相当

額 

 (千円) 

器具備品 30,795 9,751 21,043 

合計 30,795 9,751 21,043 

 
取得価額

相当額 

 (千円) 

減価償却

累計額相

当額 

 (千円) 

中間期末

残高相当

額 

 (千円) 

器具備品 30,795 15,910 14,884 

合計 30,795 15,910 14,884 

 
取得価額

相当額 

 (千円) 

減価償却

累計額相

当額 

 (千円) 

期末残高

相当額 

 (千円) 

器具備品 30,795 12,831 17,963 

合計 30,795 12,831 17,963 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 6,078千円 

１年超 15,334千円 

合計 21,412千円 

１年内 6,232千円 

１年超 9,101千円 

合計 15,334千円 

１年内 6,155千円 

１年超 12,237千円 

合計 18,392千円 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 3,273千円 

減価償却費相

当額 

3,079千円 

支払利息相当

額 

284千円 

支払リース料 3,273千円 

減価償却費相

当額 

3,079千円 

支払利息相当

額 

214千円 

支払リース料 6,546千円 

減価償却費相

当額 

6,159千円 

支払利息相当

額 

530千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同  左 

(5）利息相当額の算定方法 

同  左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

1.時価のある有価証券 

 該当事項はありません。  

2.時価評価されていない主な有価証券の内容 

 該当事項はありません。  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

1.時価のある有価証券 

 該当事項はありません。  

2.時価評価されていない主な有価証券の内容 

 該当事項はありません。  

前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

1.時価のある有価証券 

 該当事項はありません。  

2.時価評価されていない主な有価証券の内容 

 該当事項はありません。  



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当社グループは、デリバティブ取

引を全く利用していないため、該

当事項はありません。 

同  左 同  左 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成17年

４月１日 至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当連結グループはすべて同一セグメントである情報サービス業に属するシステム受託開発、パッケージ商

品、これらに伴う保守作業を行っております。 

 よって、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成17年

４月１日 至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成17年

４月１日 至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下の通りである。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 15,305.05円 

１株当たり中間純利益 825.36円 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
789.69円 

１株当たり純資産額 19,442.77円 

１株当たり中間純利益 1,766.72円 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
1,696.37円 

１株当たり純資産額 17,982.47円 

１株当たり当期純利益 3,425.27円 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
3,155.88円 

 当社は、平成16年５月20日付で株式

１株につき５株の株式分割を行ってお

ります。 

 なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の１株当たり情報

については、それぞれ以下のとおりと

なります。 

前中間連結会計期

間 
前連結会計年度 

１株当たり純資産

額 

１株当たり純資産

額 

12,491.90円 14,532.04円

１株当たり中間純

利益金額 

１株当たり当期純

利益金額 

583.16円 2,649.65円

潜在株式調整後１

株当たり中間純利

益金額 

潜在株式調整後１

株当たり当期純利

益金額 

565.75円 2,477.21円

  当社は、平成16年５月20日付で株

式１株につき５株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりとなります。 

１株当たり純資産額 14,532.04円 

１株当たり当期純利益 2,649.65円 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
2,477.21円 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

 １株当たり中間(当期)純利益金額    

 中間(当期)純利益 (千円) 91,609 199,255 431,488 

 普通株主に帰属しない金額 (千円) － － 50,000 

 （うち利益処分による 

  役員賞与金） 
(千円)   （－） （－） (50,000) 

 普通株式に係る中間(当期) 

 純利益 
(千円) 91,609 199,255 381,488 

 期中平均株式数 (株) 110,993 112,783 111,375 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
   

 中間(当期)純利益調整額 (千円) － － － 

 普通株式増加数 (株) 5,012 4,677 9,507 

 （うち旧商法第280条ノ19第２項に 

  基づく新株引受権） 
(2,591) (2,066) (4,911) 

 （うち新株予約権） (2,421) (2,611) (4,596) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間(当期)純利益の算定

に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類(新

株予約権の数3,848

個)。 

   ―――――― 

新株予約権１種類(新

株予約権の数3,832

個)。 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。  平成17年12月２日開催の取締役会におい

て、株式分割（無償交付）に関し、下記の

とおり決議いたしました。 

１．株式分割の目的 

株式の流動性の向上による投資単位の引

き下げ及び株主数の増加を目的とするも

のです。 

２．分割により増加する株式数 

普通株式とし平成18年１月４日最終の発

行済株式総数に４を乗じた株式数としま

す。 

３．分割の方法 

平成18年１月４日最終の株主名簿並びに

実質株主名簿に記載または記録された株

主及び端株原簿に記載または記録された

端株主の所有株式を１株につき５株の割

合をもって分割します。 

４．効力発生日 

平成18年１月５日 

５．配当起算日 

平成17年10月１日 

６．当社が発行する株式の総数の増加 

平成18年１月５日付けをもって当社定款

第５条を変更し、発行する株式の総数を

1,760,000株増加し、2,200,000株としま

す。 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定

した場合の前中間連結会計期間及び前連結

会計年度における１株当たり情報並びに当

期首に行われたと仮定した場合の当中間連

結会計期間における１株当たり情報は、そ

れぞれ以下のとおりとなります。 

前中間連結会計

期間 

当中間連結会計

期間 
前連結会計年度

１株当たり純資

産額 

3,061.01円 

１株当たり純資

産額 

3,888.56円 

１株当たり純資

産額 

3,596.49円 

１株当たり中間

純利益金額 

165.07円 

１株当たり中間

純利益金額 

353.34円 

１株当たり当期

純利益金額 

685.05円 

潜在株式調整後

１株当たり中間

純利益金額 

157.94円 

潜在株式調整後

１株当たり中間

純利益金額 

339.27円 

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益金額 

631.18円 

該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  895,434   1,092,912   837,760   

２．売掛金  606,282   793,245   1,246,798   

３．仕掛品  195,284   394,320   118,037   

４．繰延税金資産  37,800   62,000   26,500   

５．その他  9,352   43,044   11,314   

流動資産合計   1,744,154 82.5  2,385,523 78.3  2,240,411 78.0 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産           

１．建物  64,771   86,607   83,187   

２．器具備品  172,917   225,061   204,618   

減価償却累計額  △100,791   △136,776   △118,918   

有形固定資産合計   136,898 6.5  174,892 5.7  168,887 5.9

(2）無形固定資産           

１．電話加入権  364   364   364   

２．販売権  －   101,500   80,000   

３．ソフトウェア  5,241   34,932   30,901   

無形固定資産合計   5,605 0.3  136,796 4.5  111,265 3.8

(3）投資その他の資産           

１．関係会社株式  50,994   50,994   50,994   

２．長期貸付金  2,629   －   2,339   

３．敷金保証金  170,597   295,972   296,706   

４．保険積立金  873   1,165   873   

５．その他投資  2,600   2,600   2,600   

投資その他の資産
合計   227,695 10.7  350,731 11.5  353,513 12.3

固定資産合計   370,198 17.5  662,420 21.7  633,666 22.0 

資産合計   2,114,353 100.0  3,047,944 100.0  2,874,078 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  126,400   279,571   138,711   

２．未払金  97,148   134,601   112,256   

３．未払費用  94,157   160,684   274,142   

４．未払法人税等  73,320   190,505   194,865   

５．未払消費税等 ※1 95   10,095   33,133   

６．前受金  －   34,532   23,562   

７．その他  14,867   16,427   12,625   

流動負債合計   405,989 19.2  826,417 27.1  789,295 27.5 

Ⅱ 固定負債           

１．繰延税金負債  7,300   4,500   5,900   

固定負債合計   7,300 0.3  4,500 0.2  5,900 0.2 

負債合計   413,289 19.5  830,917 27.3  795,195 27.7 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   271,158 12.8  300,117 9.9  284,832 9.9 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  219,583   248,541   233,257   

資本剰余金合計   219,583 10.4  248,541 8.1  233,257 8.1 

Ⅲ 利益剰余金           

１．特別償却準備金  12,728   8,613   12,728   

２．中間（当期）未処
分利益  1,197,594   1,659,753   1,548,065   

利益剰余金合計   1,210,322 57.3  1,668,366 54.7  1,560,793 54.3 

資本合計   1,701,064 80.5  2,217,026 72.7  2,078,883 72.3 

負債資本合計   2,114,353 100.0  3,047,944 100.0  2,874,078 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   1,165,127 100.0  1,912,273 100.0  3,473,061 100.0 

Ⅱ 売上原価   678,393 58.2  1,231,367 64.4  2,079,537 59.9 

売上総利益   486,733 41.8  680,905 35.6  1,393,524 40.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   260,528 22.4  330,494 17.3  575,085 16.5 

営業利益   226,205 19.4  350,410 18.3  818,438 23.6 

Ⅳ 営業外収益 ※1  3,390 0.3  10,526 0.6  7,843 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※2  21,627 1.9  22,527 1.2  21,628 0.6 

経常利益   207,968 17.8  338,409 17.7  804,653 23.2 

Ⅵ 特別損失 ※3  58,703 5.0  － －  58,850 1.7 

税引前中間(当期)
純利益   149,265 12.8  338,409 17.7  745,803 21.5 

法人税、住民税及
び事業税  60,018   172,790   296,185   

法人税等調整額  △2,400 57,618 4.9 △36,900 135,890 7.1 7,500 303,685 8.8 

中間（当期）純利
益   91,646 7.9  202,519 10.6  442,117 12.7 

前期繰越利益   1,105,947   1,457,234   1,105,947  

中間(当期)未処分
利益   1,197,594   1,659,753   1,548,065  

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及

び評価方法 

(1）有価証券 

 ①満期保有目的の債券 

(1）有価証券 (1）有価証券 

 ①満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法）

を採用しております。 

   ────── 

  

  

同  左 

 ②子会社株式及び関連 

  会社株式 

移動平均法による原価

法を採用しておりま

す。 

②子会社株式及び関連 

  会社株式 

同  左 

②子会社株式及び関連 

 会社株式 

同  左 

 ③その他有価証券 

時価のあるもの 

中間会計期間末日の

市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全

部資本直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定）を採用しており

ます。 

時価のないもの 

移動平均法による原

価法を採用しており

ます。 

(2）たな卸資産 

仕掛品 

個別法による原価法を採

用しております。 

  

  ────── 

  

時価のないもの 

同  左 

(2）たな卸資産 

仕掛品 

同  左 

③その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定）を採

用しております。 

時価のないもの 

同  左 

(2）たな卸資産 

仕掛品 

同  左 

２．固定資産の減価償

却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法(ただし建物(附属

設備を除く)は定額法) 

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次

の通りであります。  

建物    ８～38年 

器具備品  ４～20年 

(1）有形固定資産 

同  左 

(1）有形固定資産 

同  左 

 (2）無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。 

なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用

しております。 

(2）無形固定資産 

 同  左 

(2）無形固定資産 

 同  左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．繰延資産の処理方法 新株発行費  

支払時に全額費用として

処理しております。 

新株発行費  

   同  左 

新株発行費  

同  左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

一般債権については見積

繰入率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同  左 

(1）貸倒引当金 

同  左 

 (2）退職給付引当金 

────── 

 (2）退職給付引当金 

  ────── 

 (追加情報） 

当中間会計期間において

退職金制度を廃止し、打

切支給を実施いたしまし

た。 

なお、当中間会計期間に

おける損益に与える影響

額はありません。 

    

   ──────  

  

(追加情報） 

当事業年度において退職

金制度を廃止し、打切支

給を実施いたしました。 

なお、当事業年度におけ

る損益に与える影響額は

ありません。 

５．リース取引の処理方

法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同  左 同  左  

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成の

ための基本となる重

要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によ

っております。 

(1）消費税等の会計処理 

同  左 

(1）消費税等の会計処理 

同  左 

  (2）税額計算における準備

金等の取扱い 

(2）税額計算における準備

金等の取扱い 

 

 中間決算における税額計

算において、特別償却準

備金を利益処分により計

上、または取崩したもの

とみなしております。 

同  左 ―――――― 



   中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

―――――― 

(固定資産の減損に係る会計基準）  

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  

―――――― 



追加情報 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(外形標準課税） 

実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」(企業会計基準委員会(平成16年

２月13日））に基づき、法人事業税

の付加価値割及び資本割3,320千円を

販売費及び一般管理費として処理し

ております。 

  

     ―――――― 

(外形標準課税） 

実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」(企業会計基準委員会(平成16年

２月13日））に基づき、法人事業税

の付加価値割及び資本割7,365千円を

販売費及び一般管理費として処理し

ております。 

項目 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※1.消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ、

流動負債の「未払消費税

等」に表示しておりま

す。 

同  左 

―――――― 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※1.営業外収益の主要項目    

受取利息 63千円 26千円 179千円 

事務手数料収入 2,000千円 10,400千円 7,500千円 

為替差益 1,324千円 －千円 132千円 

※2.営業外費用の主要項目    

為替差損 －千円 52千円 －千円 

株式公開関連費用 19,567千円 22,475千円 19,567千円 

新株発行費 1,860千円 －千円 1,860千円 

※3.特別損失の主要項目    

固定資産除売却損 19,024千円 －千円 19,024千円 

引越関連費用 22,520千円 －千円 22,667千円 

投資有価証券売却損 17,157千円 －千円 17,157千円 

4.減価償却実施額    

有形固定資産 11,812千円 17,857千円 29,939千円 

無形固定資産 853千円 17,274千円 23,267千円 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 
取得価額

相当額 

 (千円) 

減価償却

累計額相

当額 

 (千円) 

中間期末

残高相当

額 

 (千円) 

器具備品 30,795 9,751 21,043 

合計 30,795 9,751 21,043 

 
取得価額

相当額 

 (千円) 

減価償却

累計額相

当額 

 (千円) 

中間期末

残高相当

額 

 (千円) 

器具備品 30,795 15,910 14,884 

合計 30,795 15,910 14,884 

 
取得価額

相当額 

 (千円) 

減価償却

累計額相

当額 

 (千円) 

期末残高

相当額 

 (千円) 

器具備品 30,795 12,831 17,963 

合計 30,795 12,831 17,963 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 6,078千円 

１年超 15,334千円 

合計 21,412千円 

１年内 6,232千円 

１年超 9,101千円 

合計 15,334千円 

１年内 6,155千円 

１年超 12,237千円 

合計 18,392千円 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 3,273千円 

減価償却費相

当額 

3,079千円 

支払利息相当

額 

284千円 

支払リース料 3,273千円 

減価償却費相

当額 

3,079千円 

支払利息相当

額 

214千円 

支払リース料 6,546千円 

減価償却費相

当額 

6,159千円 

支払利息相当

額 

530千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 同  左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 同  左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 同  左 

(5）利息相当額の算定方法 

 同  左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。  平成17年12月２日開催の取締役会におい

て、株式分割（無償交付）に関し、下記の

とおり決議いたしました。 

１．株式分割の目的 

株式の流動性の向上による投資単位の引

き下げ及び株主数の増加を目的とするも

のです。 

２．分割により増加する株式数 

普通株式とし平成18年１月４日最終の発

行済株式総数に４を乗じた株式数としま

す。 

３．分割の方法 

平成18年１月４日最終の株主名簿並びに

実質株主名簿に記載または記録された株

主及び端株原簿に記載または記録された

端株主の所有株式を１株につき５株の割

合をもって分割します。 

４．効力発生日 

平成18年１月５日 

５．配当起算日 

平成17年10月１日 

６．当社が発行する株式の総数の増加 

平成18年１月５日付けをもって当社定款

第５条を変更し、発行する株式の総数を

1,760,000株増加し、2,200,000株としま

す。 

該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 該当事項ありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第８期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。

(2）臨時報告書 

 平成17年11月29日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第2号の2（新株予約権証券の発行）に基づく臨時報告書であり

ます。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成16年12月17日

株式会社 シンプレクス・テクノロジー   

 取締役会 御中   

 ＡＳＧ 監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 稲村 榮典  印 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 野中  茂  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シンプレクス・テクノロジーの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社シンプレクス・テクノロジー及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月９日

株式会社 シンプレクス・テクノロジー   

 取締役会 御中   

 ＡＳＧ 監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 稲村 榮典  印 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 野中  茂  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シンプレクス・テクノロジーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社シンプレクス・テクノロジー及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  追記情報 

  

 重要な後発事象に記載されているとおり、提出会社は平成17年12月２日開催の取締役会において、株式分割に関する決

議を行った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成16年12月17日

株式会社 シンプレクス・テクノロジー   

 取締役会 御中   

 ＡＳＧ 監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 稲村 榮典  印 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 野中  茂  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シンプレクス・テクノロジーの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第８期事業年度の中間会計期間（平成16

年４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社シンプレクス・テクノロジーの平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月９日

株式会社 シンプレクス・テクノロジー   

 取締役会 御中   

 ＡＳＧ 監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 稲村 榮典  印 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 野中  茂  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シンプレクス・テクノロジーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第９期事業年度の中間会計期間（平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社シンプレクス・テクノロジーの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  追記情報 

  

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年12月２日開催の取締役会において、株式分割に関する決議を

行った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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